
ショートステイ グリーンビレッジ瀬戸内 運営規程  

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人 瀬戸内福祉事業会が開設するショートステイ グリーンビレッジ 

瀬戸内（以下「事業所」という。）が行う指定短期入所生活介護〔指定介護予防短期

入所生活介護〕の事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために、人

員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の生活相談員又は介護職員・看護職員・

その他の従事者（以下「短期入所生活介護員等」という。）が、要介護状態又は要支

援状態にある高齢者に対し、適正な指定短期入所生活介護〔指定介護予防短期入所生

活介護〕を提供することを目的とする。なお、指定短期入所生活介護と指定介護予防

短期入所生活介護の併設により、人員の兼務・設備の共用を認めるものとする。 

（指定短期入所生活介護運営の方針） 

第２条 事業所が実施する指定短期入所生活介護は、要介護者の心身の特性を踏まえて、可 

    能な限りその居宅において、その有する能力に応じた日常生活を営むことができるよ

う入浴・排泄・食事等の介護、機能訓練・健康管理等その他の生活全般にわたる支援

を行う。 

  ２  事業の実施に当たっては、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者について 

    は、短期入所生活介護計画に基づいてサービスの提供に努める。 

（指定介護予防短期入所生活介護運営の方針） 

第３条  事業所が実施する指定介護予防短期入所生活介護は、利用者の心身機能の改善、環 

    境調整等を通じて、利用者の自律を支援し、生活の質の向上に資するよう入浴・排泄・ 

    食事等の介護、機能訓練・健康管理等その他の日常生活上の支援を行う。 

  ２  事業の実施に当たっては、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者について 

    は、介護予防短期入所生活介護計画に基づいてサービスの提供に努める。 

また、利用者の意欲を高めるような適切な働きかけを行うともに、利用者の自立の 

可能性を最大限に引き出す支援を行う。 

  ３  サービスの提供の開始にあたり、利用者の心身の状況等を把握し、実施状況につい 

て、指定介護予防支援事業所への報告等を行うものとする。 

（事業所の名称等） 

第４条   事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。  

   一 名 称   ショートステイ グリーンビレッジ瀬戸内 

   二 所在地   岡山県倉敷市船穂町柳井原２３００－１ 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第５条   事業所に勤務する職種、員数、職務内容は次のとおりとする。  

   一 管理者   施設長  １名 

     管理者は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

   二 医 師     １名（非常勤） 

   三 生活相談員   １名以上（常勤職員 １名以上） 

     生活相談員は、施設利用の申込みの調整・生活相談を行う。 



 

   四 介護職員   １０名以上（看護職員を合わせて、常勤換算方法で １０名以上） 

     介護職員は、事業の提供にあたり利用者の心身の状況を把握し、適切な介護を行う。 

   五 看護職員    １名以上（常勤職員 １名以上） 

     看護職員は、利用者の健康状態を把握し必要な処置を行う。 

   六 機能訓練指導員 １名以上（常勤看護職員と兼務） 

     機能訓練指導員は、日常生活を営むために必要な機能を改善し、又その減退を防止 

     するための訓練を行う。 

   七 栄養士（管理栄養士）   １名以上（常勤職員 １名以上） 

     栄養士は、利用者の栄養管理をし、健康の維持増進を行う。 

   八 介護支援専門員 １名以上（常勤職員 １名以上） 

     介護支援専門員は、施設サービス計画の作成を行う。 

（利用定員及び居室数） 

第６条   事業所の利用定員は２９名とする 

  ２  ユニット数及びユニットごとの利用定員は次の各号に掲げるとおりとする 

   一 ユニット数        ３ユニット 

   二 ユニットごとの利用定員  ユニット  １ ： １０名 

                  ユニット  ２ ： １０名 

                  ユニット  ３ ：  ９名 

（短期入所生活の内容） 

第７条  指定短期入所生活介護〔指定介護予防短期入所生活介護〕の内容は、次のとおりと

する。 

   一 入浴・排泄・食事等の介護、その他日常生活上の支援〔支援〕。 

   二 機能訓練により、心身の機能の維持〔維持又は向上〕に努める。 

（利用料、その他の費用の額） 

第８条  指定短期入所生活介護〔指定介護予防短期入所生活介護〕を提供した場合の利用料

は、厚生労働大臣が定める基準額とする。 

  ２  前項に定めるもののほか、利用者から次の費用の支払を受けるものとする。 

   一 通常の事業の実施地域を越えて行う送迎に要した費用は、その実費を徴収する。 

    通常の事業の実施地域を越えた地点から 

     片道おおむね １０キロメートル未満 １，０００円 

     片道おおむね １０キロメートル以上 ２，０００円 

   二 滞在費 （料金表は、別紙のとおり） 

   三 食 費 （料金表は、別紙のとおり） 

   四 日常生活において通常必要となるものに係る費用で、利用者に負担させることが適 

    当と認められる額。  （理美容代等 実費） 

  ３  前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で 

    説明をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

（施設の利用に当たっての留意事項） 



第９条  利用者が留意すべき事項は、次のとおりとする。 

   一（外  出） 

     利用者が外出しようとするときは、その都度外出、外泊先、用件、施設への帰着予 

定などを施設長へ届け出なければならない。 

   二（面  会） 

     利用者が外来者と面会しようとするときは、その旨を施設長に届けて予め指定され 

    た場所で面会するものとする。 

   三（健康保持） 

     利用者は努めて健康に留意し、施設で行う健康管理に協力しなければならない。 

   四（衛生保持） 

     利用者は施設の清潔、整頓、その他環境衛生の保持のために施設に協力しなければ 

    ならない。 

   五（身上変更の届出） 

     利用者は、身上に関する重要な事項に変更が生じたときは、速やかに施設長に届け 

    出なければならない。 

   六（施設内禁止事項） 

１．喧嘩、口論、泥酔等他人に迷惑をかけること。 

２．指定された場所以外で、喫煙等を行うこと。 

３．施設の秩序、風紀を乱し又は安全衛生を害すること。 

４．その他この規程で定められていること。 

   七（損害の弁償） 

     利用者が故意又は重大な過失により施設に損害を与えたときは、その能力に応じて 

    弁償させることができる。 

（通常の送迎実施地域） 

第１０条  通常の送迎実施地域は、倉敷市、総社市、浅口市（金光町・鴨方町）、矢掛町と 

する。 

（身体拘束等） 

第１１条 事業所は、利用者の身体拘束は行わない。万一、利用者又は他の利用者、職員等の 

    生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合にはご家族の「利用者の身体拘束 

    に伴う申請書」に同意を受けた時にのみ、その条件と期間内にて身体拘束等を行うこ 

    とができる。 

（緊急時等における対応方法） 

第１２条 短期入所生活介護員等は、指定短期入所生活介護〔指定介護予防短期入所生活介護〕

を実施中に利用者の病状に急変・その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医又

は事業所が定めた協力医療機関に連絡する等の措置を講ずるとともに、ご家族・管理

者・居宅介護支援事業所等に報告しなければならない。 

（非常災害対策） 

第１３条 事業所は、消防設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、防火

管理者を置き、非常災害その他緊急の事態に備え、非常災害時の関係機関への通報及



び連携体制を整備し、予めとるべき対策（消防計画等）をたて、年２回以上避難訓練

を実施し利用者又は従業者に対して防災教育を行うものとする。 

(苦情・ハラスメント) 

第１４条   事業所は、提供した事業等に関する利用者又はそのご家族からの苦情・ハラスメ

ントに迅速かつ適切に対応するために必要な措置を講ずるものとする。 

   2    事業者は、提供した事業に関し、介護保険法第２３条の規定により市町村が行う文

書その他の物件の提出若しくは提示の求め、又は当該市町村の職員からの質問若しく

は照会に応じ、及び市町村が行う調査に協力するとともに、市町村からの指導又は助

言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

  3     事業者は、自ら事業に対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関して、

利用者に対し必要な援助を行うものとする。 

  4     事業者は、事業等に対する利用者からの苦情に対して、国民健康保険団体連合会が

行う調査に協力するとともに、自ら提供した事業に関して国民健康保険団体連合会か

ら指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものと

する。 

(虐待防止に関する事項) 

第１５条 事業者は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のための担当者を選任し、次の措置

を講ずるものとする。 

(イ) 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 (年 1 回以上) 

(ロ) 虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法の検討 

(ハ) その他虐待防止のために必要な措置 

  2    事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者または、養護者(利用者の家族等高

齢者を現に養護する者)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速や

かにこれを市町村に通報するものとする。 

(事業継続計画) 

第１６条 事業継続計画(BCP)の策定にあたって、感染症や災害が発生した場合でも、利用者

が介護福祉サービスの提供を受けられるよう業務継続計画を策定するとともに、その

計画に従い必要な研修及び訓練を実施するものとする。 

(衛生管理) 

第１７条 感染症の予防及びまん延に努め、感染予防に関する会議等においてその対策を協議

し、対応指針を作成し掲示を行う。また、研修や訓練を実施し感染対策の資質向上に

努める 

（その他運営に関する重要事項） 

第１８条 事業所は、短期入所生活介護員等の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり 

    設け、業務体制を整備するものとする。 

   一 採用時研修  採用後３ヵ月以内 

   二 継続研修   年 ２回 

  ２  従事者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

  ３  従事者であった者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため 



    従事者でなくなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を、従事者との雇 

用契約にて行うものとする。 

  ４  この規程に定める事項の外、運用に関する重要事項は、社会福祉法人 瀬戸内福祉 

    事業会と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

附  則 

    この規程は、平成２６年 ３月 ５日から施行する。 

    この規程は、平成２９年 ２月 １日から施行する。 

          令和 １年１０月 １日一部改正 

          令和 ６年４月 １日一部改正 


